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１ 対策工事等の目的 

【法第１１条】 

 

土砂災害防止法に基づく特定開発行為における対策工事等は、特定予定建築物におけ

る土砂災害を防止するために必要な措置を講じることを目的とする。 

 

 

【解 説】 

 

土砂災害防止法とは、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成 12 年法律第 57 号）。以下「法」という。」をいう。 

対策工事等に関する工種は多くあり、１つの工種のみを用いる場合や複数の工種を用いる

場合もあり得る。そのため、対策工事等のパターンは多様性に富んだものとなる。どのよう

なパターンを選択した場合でも、土石流により生ずると想定される土石等＊が特定予定建築物

の敷地に到達させることのないようにしなければならない。その規定によって特定予定建築

物における土砂災害を防止することができる。 

なお、対策工事等の設計にあたって、他法令への適合の確認を行うとともに、適合を要す

るものについては、当該法令を併せて遵守すること。 

 

＊：土石等により生じると想定される土石等の詳細は、「４（２）設計外力の設定」に示す。 



 2

２ 特定開発行為における対策工事等に関する基本的留意事項 

【政令第７条】 

 

（対策工事等の計画の技術的基準） 

政令第７条 法第１１条の政令で定める技術的基準は、次のとおりとする。 

一 対策工事の計画は、対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画と相まっ

て、特定予定建築物における土砂災害を防止するものであるとともに、開発区域

及びその周辺の地域における土砂災害の発生のおそれを大きくすることのない

ものであること。 

二 対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画は、対策工事の計画と相まっ

て、開発区域及びその周辺の地域における土砂災害の発生のおそれを大きくする

ことのないものであること。 

三 （ 略 ） 

四 土砂災害の発生原因が土石流である場合にあっては、対策工事の計画は、土石

流を特定予定建築物の敷地に到達させることのないよう、次のイからニまでに掲

げる施設の設置の全部又は一部を当該イからニまでに定める基準に従い行うも

のであること。 

イ 山腹工 山腹の表層の風化その他の侵食を防止すること等により当該山腹の

安定性を向上する機能を有する構造であること。 

ロ えん堤 土石流により流下する土石等を堆積することにより渓床を安定する

機能を有し、かつ、土圧、水圧、自重及び土石流により当該えん堤に作用する力

によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。 

ハ  床固 渓流の土石等の移動を防止することにより渓床を安定する機能を有し、

かつ、土圧、水圧、自重及び土石流により当該床固に作用する力によって損壊、

転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。 

ニ 土石流を開発区域外に導流するための施設 その断面及び勾配が当該施設を

設置する地点において流下する土石流を開発区域外に安全に導流することがで

きる構造であること。 

五 （ 略 ） 

六 対策工事の計画及び対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画において

定める高さが２メートルを超える擁壁については、建築基準法施行令（昭和２５

年政令第３３８号）第１４２条（同令第７章の８の準用に関する部分を除く。）

に定めるところによるものであること。 
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【解 説】 

法第１１条には、特定開発行為が許可される基準として以下の２つの工事を政令第７条に

従って計画することが規定されている。 

(ｲ) 土石流による土砂災害を防止する対策工事※ 

(ﾛ) 対策工事以外の特定開発行為に関する工事 

 

特定開発行為は、これら２つの工事の計画（設計）が政令第７条の技術的基準に適合して

いるかどうか審査された上で許可される。許可されない場合これら２つの工事を着工するこ

とができない。着工後、工事が完了した際には、同様にその工事が政令第７条の技術的基準

に適合しているかどうか検査される。検査に合格しない場合、特定予定建築物を建築するこ

とができない。審査及び検査の際の主な着眼点は以下のとおりである。 

 

※：土石流は長雨や集中豪雨等により、山腹斜面が崩壊して生じた土石等や山間の渓流に

存在する土石等が水と一体となって移動する現象であり、「土石等」の「等」とは礫、砂、

木片など水と一体となって流下する「土石」以外のものを広く指している（土砂災害防

法令の解説 P28（平成 15 年 6 月））ことから、対策工事は「土石流・流木対策設計技術

指針」等に基づき、流木対策も併せて行うものとする。 

 

【主な留意事項】 

 

(１) 対策工事全般に関して 

ア 対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画と相まって、特定予定建築物の敷地に土

石等を到達させることのないよう計画されているか。複数の工事又は施設を組み合わせた

場合も同様に、対策工事が全体として、対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画

と相まって、特定予定建築物の敷地に土石等が到達させることのないように計画されてい

るか。 
イ 対策工事に係る開発区域及びその周辺の地域における土砂災害のおそれを大きくさせて

ないか。 
 

(２) 対策工事以外の特定開発行為に関する工事全般に関して 

ア 対策工事の計画と相まって、開発区域及びその周辺の地域における土砂災害の発生のおそ

れを大きくさせていないか。 
イ 対策工事による施設の機能を妨げていないか。 
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(３) 土石流・流木発生抑制山腹工に関して 

土石流・流木発生抑制山腹工は荒廃した山腹の表土の風化その他の侵食を防止し、当該

山腹の安定性を向上させる機能を有するものであるか。 

 

(４) えん堤及び床固に関して 

ア 土石流の発生のおそれのある渓流の土石等の状況等を勘案して、渓床を安定させるために

適切な位置に設置されているか。 
イ 施設の設置位置において想定される土石等の量を考慮して、適切な施設の規模となってい

るか。 
ウ 土圧、水圧、自重及び土石流により当該えん堤及び床固に作用することが想定される土石

流の流体力を考慮して損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造となっているか。 
 

(５) 土石流を開発区域外に導流するための施設の設置に関して 

ア 特定予定建築物の敷地に土石等が到達させることのないように計画されているか。 
イ 土石流を安全に開発区域外に導流させることができる断面及び勾配を有する構造となっ

ているか。 
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３ 対策工事等の計画 

(１) 土砂災害の防止 

 

対策工事の計画は、対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画と相まって、特

定予定建築物における土砂災害を防止するものであること。 

その対策工事は「山腹工」、「えん堤」、「床固」、「土石流を開発区域外に導流するため

の施設」に区別され、これらのうちどれか、又は、これらを組み合わせた対策工事によ

って特定予定建築物の敷地に土石等が到達させることのないようにするものとする。 

 

【解 説】 

ア 特定予定建築物における土砂災害の防止 
特定予定建築物における土砂災害を防止することが対策工事の目的である。特定開発

行為に関する工事では、対策工事以外の工事も対策工事に近接して施工されることが多

く、特定予定建築物における土砂災害の防止に無関係とはいいきれない。そのため、特

定予定建築物における土砂災害の防止に対しては、対策工事及び対策工事以外の特定開

発行為に関する工事の双方を総合的に評価する必要がある。 

特定予定建築物における土砂災害を防止するために自ら施工しようとする工事（以下、

対策工事（Ａ）とする）と対策工事以外の特定開発行為に関する工事（以下、対策工事

以外の工事（Ｂ）とする）の相互の関係は以下のとおりとなる。 

 

(ｱ) 対策工事（Ａ）が対策工事以外の工事（Ｂ）に悪影響を与える場合 

土石流を導流する目的で流下断面を確保するために行った嵩上げを、特定予定建築物

予定敷地のみに（Ａ）として実施した場合に、隣接した（Ｂ）を行ったエリアにおいて

土石流による被災のおそれが増大する場合。 

(ｲ) 対策工事（Ａ）が対策工事以外の工事（Ｂ）に効果を与える場合 

えん堤を（Ａ）として整備したところ、隣接して開発（Ｂ）を行ったエリアにおいて

も土石流による被災のおそれがなくなる場合。 

(ｳ) 対策工事以外の工事（Ｂ）が対策工事（Ａ）に悪影響を与える場合 

開発区域内の特定予定建築物を建設する予定地の直上流に大規模な盛土（Ｂ）が造成

されることによって、土石流の流下方向が変化し、予定していた導流施設へ土石流が流

下しない場合。 

(ｴ) 対策工事以外の工事（Ｂ）が対策工事（Ａ）に効果を与える場合 

一連の開発区域全体を嵩上げ（Ｂ）することにより一定量の土石流を導流することが可能に

なり、当初予定したえん堤の規模を減じることが可能となる場合。
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イ 対策工事の種類 

対策工事は政令第７条に示されており、図 3-1 のように区分される。また、表 3- 1

にはそれぞれの対策工事の種類と特性を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

                      

図 3-1 対策工事の区分 

 

対策工事 

土石流・流木発生抑制山腹工 

土石流堆積工 

（土石流緩衝樹林帯） 

土石流導流工 

（土石流流向制御工） 

土石流・流木捕捉工 

① 山腹工の設置 

⑤この他に、各工事の組み合せもあり得る。 

 

＊（ ）の工種は他の工法と組み合せが必要。

渓床堆積土砂移動防止工 

② えん堤の設置 

③ 床固等の設置 

④ 土石流を開発区域外

に導流するための施

設の設置 

（土石流分散堆積地） 
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表 3- 1 対策工事の種類 

施設区分 工  種 適用範囲及び特色等 

山腹工 土石流・流木発生抑制山腹工

 土石流および土砂とともに流出する流木等の発生源となる山腹
の崩壊を抑制することにより、土石流の発生及び大規模化を防止す
るものである。 
土石流・流木の発生源が特定できる場合には効果的である。 

土石流・流木捕捉工 

土石流を一時的に貯留し、その後掃流形態で下流に安全に流下さ
せるものである。 
一度堆積した土砂はその後の中小出水によって自然に排出され

ることを期待するものであるが、土石流が短い間隔で発生する恐れ
がある場合や、渓流を流れる流水が少なく堆積した土砂の自然排出
に時間を要する場合には、除石が行われる場合がある。 

えん堤 

土石流堆積工 

 流出する土石流を停止させ貯留するものである。 
渓間部の渓床勾配が急峻で十分な土石流捕捉対策ができない地

域や、活動中の火山地域のように発生頻度及び規模とも大きい地区
では除石を前提にこの工法を採用する場合が多い。 

床固 渓床堆積土砂移動防止工 
 土石流の発生源となる渓床・渓岸侵食等を抑制することにより、
土石流の発生を防止するものである。大規模崩壊地の基部や渓床堆
積物の異常堆積地に設置する場合が多い。 

土石流導流工 

 流出する土石流を保全対象区間の途中で堆積することなく、土地
利用の少ない下流まで安全に流下させる工法である。下流に土地利
用の低い荒廃地あるいは海、湖、谷地形をもつ大河川がある場合で、
土石流発生頻度、規模とも大きい地域では効率的な工法である。

土石流を開発区
域外に導流する
ための施設 

土石流流向制御工 

 導流堤又は締切堤等により土石流の流下方向を変え、特定開発区
域への直撃を防止するものである。 
 保全対象が土石流氾濫域の一部分に片寄って分布する地区、活動
中の火山地域における緊急的な対策として用いられる。 
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（ｱ）山腹工 

 

山腹の表層風化その他の侵食を防止すること等により、当該山腹の安定性を向上する

機能を有する施設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3- 2 山腹工のイメージ 
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(ｲ) えん堤 

土石流により流下する土石等を堆積させる施設は、以下のものがある。 

 

a 土石流・流木捕捉工 

 

 

図 3- 3 土石流・流木捕捉工のイメージ 

 

 

b 土石流堆積工 

 

 

図 3- 4 土石流堆積工のイメージ 

 

 

土石流分散堆積地 土石流堆積流路 

渓床の安定 

渓床の安定 

渓流の土石等

えん堤 
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(ｳ) 床固 

 

渓流の土石等の移動を防止することにより、渓床を安定する機能を有する施設。 

 

 

 

 

 

 

図 3- 5 床固のイメージ 

 

渓流の土石等

床固

渓床の安定 

渓床の安定 
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(ｴ) 土石流を開発区域外に導流するための施設 

 

  土石流を開発区域外に導流するための施設は以下のものがある。 

 

a 土石流導流工 

 

 

図 3- 3 土石流導流工のイメージ 

 

 

b 土石流流向制御工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3- 4 土石流流向制御工のイメージ 

導流堤 

特定開発区域 

土石流 
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（ｵ）対策工事の組み合せの概要 

上記の(ｱ)～(ｴ)を組み合わせて特定予定建築物の敷地に土石等が達しないように効果

的な施設配置を行う場合も考えられる。例えば、以下のような例があげられる。 

 

 
出典：土砂災害防止法令の解説 P128  

 

図 3- 5 対策施設の組み合せ 



 13

(２) 対策工事等の周辺への影響 

 

対策工事の計画は、対策工事以外の特定開発行為に関する工事と相まって、開発区域

及びその周辺の地域における土砂災害の発生のおそれを大きくすることのないものであ

ること。 

対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画は、対策工事の計画と相まって、開

発区域及びその周辺の地域における土砂災害の発生のおそれを大きくすることのないも

のであること。 

 

【解 説】 

対策工事等によって、開発区域及び周辺の地域に土砂災害の発生のおそれを大きくするこ

とがあってはならない。対策工事及び対策工事以外の特定開発行為に関する工事の両者のト

ータルで、周辺の地域における土砂災害の発生のおそれを大きくすることがないようにする

必要がある。 

当該開発区域及び周辺の地域における土砂災害のおそれを増大させる対策工事等の例は以

下のものなどがある。 

 

■土石流の進行方向を開発区域周辺に向け、かつ向けた先の安全性を確保しない工事 

 

図 3- 6 土砂災害のおそれを増大させる対策工事の例 

土石流の進行方向 

特定開発区域    
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(３) 土石流・流木処理計画 

特定予定建築物の敷地に土石等を到達させないようにするため、土砂移動の形態、地

形、保全対象等を考慮して、土石流および土砂とともに流出する流木等を合理的かつ効

果的に処理するよう土石流・流木処理計画を定めるものとする。 

 

ア 準拠基準 

土石流対策施設の計画にあたっては、既往の基準等を参考にする。 

【解 説】 

土石流対策施設の計画にあたっては、次の基準等を参考にすることができる。 

（イ）神奈川県土砂災害防止法基礎調査マニュアル(案)土石流編（神奈川県） 

（ロ）砂防事業の手引き（神奈川県県土整備部砂防海岸課 平成２０年３月） 

（ハ）建設省河川砂防技術基準（案）同解説・調査編（建設省河川局監修、平成９年９月） 

（二）建設省河川砂防技術基準（案）同解説・設計編（建設省河川局監修、平成９年１０月） 

（ホ）国土交通省河川砂防技術基準 同解説・計画編（国土交通省河川局監修、平成１７年

１１月） 

（へ）砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）（国土技術政策総合研究所資料 No.364）

（ト）土石流・流木対策設計技術指針解説（国土技術政策総合研究所資料 No.365） 

 

なお、基準等の改訂時には、それに従うものとする。
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 土石流対策施設による土石流量の処理 
対策施設による効果量を算定し、土石流により流下する土石等の量を処理する計画を

策定する。対策施設の効果量は、計画捕捉土砂量、計画堆積土砂量、計画土石流発生（流

出）抑制量を見込む。 

【解 説】 

土石流対策施設計画は、特定開発予定敷地の直上流において以下の式を満足させるように

作成する。 

     Ｖ－Ｗ－（Ｘ＋Ｙ＋Ｚ）＝０ 

なお、Ｖ、Ｗ、Ｘ、Ｙ、Ｚは次式によりそれぞれ算出する。 

Ｖ＝Ｖd＋Ｖw 

Ｗ＝Ｗd＋Ｗw 

Ｘ＝Ｘd＋Ｘw 

Ｙ＝Ｙd＋Ｙw 

Ｚ＝Ｚd＋Ｚw 

   ここで、 Ｖ：「計画規模の土石流」および土砂とともに流出する流木等の計画流出量 

Ｗ：計画流下許容量 

Ｘ：土石流・流木対策施設の計画捕捉量 

Ｙ：計画堆積量 

Ｚ：計画発生（流出）抑制量 

Ｖd：計画流出土砂量（ｍ3） 

Ｖw：計画流出流木量（ｍ3） 

Ｗd：計画流下許容土砂量（ｍ3） 

Ｗw：計画流下許容流木量（ｍ3） 

Ｘd：計画捕捉土砂量（ｍ3） 

Ｘw：計画捕捉流木量（ｍ3） 

Ｙd：計画堆積土砂量（ｍ3） 

Ｙw：計画堆積流木量（ｍ3） 

Ｚd：計画土石流発生（流出）抑制量（ｍ3） 

Ｚw：計画流木流発生抑制量（ｍ3） 

 

対策施設の施設効果量についてはイを参照。 
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表 3- 2 対策施設の施設効果量 

対策施設の施設効果量 説     明 

計画捕捉量 

計画捕捉量は、土石流・流木対策施設により、「計画規模の土

石流」および土砂とともに流出する流木等を捕捉させる量であ

る。 

土石流後の中小洪水により自然に回復こともあるが、流域面積

が小さく中小洪水の流量が少ない場合や、透過部が大礫により閉

塞された場合には回復は見込めない。 

計画堆積量 

計画堆積量は、土石流・流木対策施設により、「計画規模の土

石流」および土砂とともに流出する流木等を堆積させる量であ

る。計画堆積量は計画堆積土砂量と計画堆積流木量の和とする。

計画堆積量は、除石計画に基づいた除石により確保される空間で

ある。 

計画発生（流出）抑制量 

計画発生（流出）抑制量は、土石流・流木対策施設により、計

画規模の土石流および土砂とともに流出する流木等の流出量を

減少させる量である。 

 

 

 

なお、土石流により流下する土石等の量（V）については、流域内の流出土砂量が最大とな

る想定土石流流出区間の土砂量（特別警戒区域を想定する際の土砂量）が対象となる(図 3-10)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3- 10 想定土石流流出区間の土砂量 

基準地点 

施設 

対象土砂量 
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但し、新たに対策施設が計画または設置されるごとに、想定土石流流出区間および特別警

戒区域は見直されるので、注意が必要である(図 3-11)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3- 11 想定土石流量区間および特別警戒区域の見直し 

対象土砂量①

①の土砂量に対して、 

特別警戒区域を設定 

施設を計画または設置 

①の土砂量に対して、 

対策施設を計画また

は設置 

②の土砂量に対して、 

特別警戒区域を再 

設定（想定土石流流出 

区間の見直し） 

①の土砂量に対す

る特別警戒区域 

（レッドゾーン） 

対象土砂量②

①の土砂量に対す

る特別警戒区域 

（レッドゾーン） 

②の土砂量に対す

る特別警戒区域 

（レッドゾーン） 

対象土砂量①
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イ 対策施設の施設効果量 
 土石流・流木対策施設の施設効果量は、表 3- 3のとおりである。 

 

表 3- 3 対策施設の施設効果量 

区分 工種 形   式 施設効果量 

山腹工 土石流・流木発生抑制山腹工 Ｂ 

除石無し Ｃ2＋Ｂ 
不透過型

除石有り Ｃ2＋Ｂ＋Ｃ3 

透過底高が渓床と同じ Ｃ2＋Ｃ1×0.9 

土石流・流木 

捕捉工 

 透過型 
透過底高が渓床より高い Ｃ2＋Ｃ1×0.9＋Ｂ 

えん堤工 

 

土石流堆積工 Ｃ1＋Ｂ 

床固 渓床堆積土砂移動防止工 Ｂ 

土石流を開発区域

外に導流するため

の施設 

土石流導流工 
（土石流流向制御工） 
 

－ 

� Ｃ1：計画土砂堆積量、Ｃ2：計画捕捉土砂量、Ｂ:計画土石流発生（流出）抑制量、 

Ｃ３:除石計画量 

参照：神奈川県砂防海岸課：砂防事業の手引き 
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４ えん堤等の設計条件の設定 

(１) 設計諸定数 

ア 土石流の力や高さの計算に用いる定数 
 

土石流の力や高さの計算に用いる定数は、礫の密度、流水の密度、渓床堆積土砂の内

部摩擦角、粗度係数、渓床堆積土砂の容積濃度がある。これらの値は、実況に応じて設

定するものとする。 

 

【解 説】 

えん堤の設計に用いる土石流の力や高さの算定は、政令第４条に規定される式を用いて行

う。その式中の定数については対策施設の設置位置の実況に応じて設定するものとする。た

だし、土砂災害特別警戒区域の設定にあたって神奈川県はこれらの定数の値を設定しており、

開発者が力の大きさを算定するにあたっては神奈川県が設定したものを参考とすることがで

きる。 

また、この他に当該地付近で実施されている土石流対策工事や以下の関連の指針に示され

ている定数を参考とすることもできる。 

 

【参 考】土石等の土質定数の推定 

表 4- 1 土質定数など（参考） 

項   目 記 号 単 位 参 考 値 

礫の密度 σ kg/m3 2,600 

流水の密度 ρ kg/m3 1,200 

渓床堆積土砂の内部摩擦角 φ ゜ 30～40※1 

粗度係数 Ｋn － 0.1 

渓床堆積土砂の容積濃度 Ｃ* － 0.6 

出典： 国土交通省砂防部砂防課：土石流・流木対策指針（平成 19 年 3月） 神奈川県砂防海岸課：砂防事業の手引き 

※1 参考値から用いる場合には、原則として 35°を用いる 
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表 4- 2 土砂の水中における土質定数 

種 別 状 態 
単位重量 

（ｋN/m3） 

水中の単位重量

（ｋN/m3） 

内部摩擦角 

（度） 

水中の内部摩擦角

（度）φ 

砂 石 

砂 利 

炭がら 

― 

― 

― 

15.7～18.6

15.7～19.6

8.8～11.8

9.8～12.7 

9.8～11.8 

3.9～6.9 

35～45 

30～40 

30～40 

35 

30 

30 

砂 

しまったもの 

ややゆるいもの 

ゆるいもの 

16.7～19.6

15.7～18.6

14.7～17.6

9.8 

8.8 

7.8 

35～40 

30～35 

25～30 

30～35 

25～30 

20～25 

普通土 

固いもの 

やや軟かいもの 

軟かいもの 

16.7～18.6

15.7～17.6

14.7～16.7

9.8 

7.8～9.8 

5.9～8.8 

25～35 

20～30 

15～25 

20～30 

15～25 

10～20 

粘 土 

固いもの 

やや軟かいもの 

軟かいもの 

15.7～18.6

14.7～17.7

19.2～16.7

5.9～8.8 

4.9～7.8 

3.9～6.9 

20～30 

10～20 

0～10 

10～20 

0～10 

0 

シルト 
固いもの 

軟かいもの 

15.7～17.7

13.7～16.7

9.8 

4.9～6.7 

10～20 

0 

5～15 

0 

出典：全国治水砂防協会：改訂版 砂防設計公式集（マニュアル）（昭和 59 年 11 月） 神奈川県砂防海岸課：砂防事業の手引き 
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イ 基礎の支持力等の計算に用いる定数 

えん堤及び床固の基礎の支持力等の計算に用いる定数は、地盤の許容支持力並びに基

礎底面と地盤との間の摩擦係数及び付着力がある。これらの値は、実況に応じて設定す

るものとする。 

【解 説】 

えん堤の安定性の検討は、実況に応じて設定した定数により計算する。 

また、この地に当該地付近で実施されている土石流対策工事や以下の関連の指針に示され

ている定数を参考とすることもできる。 

 

【参 考】土石等の土質定数の推定 

 

(ｱ) 地盤の許容支持力 

表 4- 3 地盤の許容支持力(kN/㎡) 

岩   盤 砂 礫 盤 

区  分 許容支持力 区  分 許容支持力

硬 岩 （ Ａ ） 

中 硬 岩 （ Ｂ ） 

軟岩(Ⅱ)（ＣＨ） 

軟岩(Ⅰ)（ＣＭ） 

6,000 

4,000 

2,000 

1,200 

岩 魂 玉 石 

礫 層 

砂 質 層 

粘 土 層 

600 

400 

250 

100 

出典：全国治水砂防協会：改訂版 砂防設計公式集（マニュアル）（昭和 59 年 11 月） 神奈川

県砂防海岸課：砂防事業の手引き 

 

(ｲ) 基礎底面と地盤との間の摩擦係数と付着力 

表 4- 4 地盤のせん断強度（kN/m）・内部摩擦係数 

岩   盤 砂 礫 盤 

区分 せん断強度 内部摩擦係数 区分 せん断強度 内部摩擦係数

硬 岩 （ Ａ ） 

中 硬 岩 （ Ｂ ） 

軟岩(Ⅱ)（ＣＨ）

軟岩(Ⅰ)（ＣＭ） 

3,000 

2,000 

1,000 

600 

1.2 

1.0 

0.8 

0.7 

岩 魂 玉 石 

礫 層 

砂 質 層 

粘 土 層 

300 

100 

― 

― 

0.7 

0.6 

0.55 

0.45 

出典：全国治水砂防協会：改訂版 砂防設計公式集（マニュアル）（昭和 59 年 11 月） 神奈川

県砂防海岸課：砂防事業の手引き 
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(２) 設計外力の設定 

えん堤、床固の設計にあたっては、土圧、水圧、自重及び土石流及び土砂とともに流

出する流木による荷重（以後、「土石流荷重」という。）を考慮する。 

【解 説】 

ア 土圧 
えん堤等の設計に当たって考慮すべき土圧は、えん堤等に堆積する土砂の堆砂圧である。

この詳細については「河川砂防技術基準（案）設計編」および「土石流・流木対策指針（平

成 19 年 3 月）」を参照。 

 

イ 水圧 
えん堤等の設計に当たって考慮すべき水圧は、えん堤等に貯水する流水の静水圧である。

この詳細については「河川砂防技術基準（案）設計編」および「土石流・流木対策指針（平

成 19 年 3 月）」を参照。 

 

ウ 土石流荷重と高さ 
土石流荷重は土石流及び土砂とともに流出する流木による流体力（以後、「土石流流体力」

という。）と礫および流木の衝突による力がある。前者は構造物全体に、後者は局部的に影響

すると考えられるので砂防えん堤の安定計算に対しては土石流流体力を考慮し、安定性の検

討をしなければならない。概要を表 4- 5に示す。 

 

表 4- 5 土石流荷重と高さ 

衝撃に関する事項 解   説 

土石流荷重 土石流により対策施設に作用すると想定される力 

土石流の高さ 土石流が対策施設に作用するときの高さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4- 1 土石流流体力の概念図 

河床 

Ｆｄ ｈ
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土石流の力（Ｆｄ）は、国土交通大臣が定める次の告示式（平成 13 年 3 月 28 日国土交通省

告示第 332 号）により与えられる。 

Ｆｄ＝ρｄＵ
２ 

 

この式において、Ｆｄ、ρｄ及びＵは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｆｄ 土石流により対策施設に作用すると想定される力の大きさ（KN） 

ρｄ 次の式により計算した土石流の密度（t/m3） 

ρｄ＝ 

 

この式において、ρ、φ及びθは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

ρ 流水の密度（t/m3） 

φ 渓床堆積土砂の内部摩擦角（度） 

θ 土石流が流下する土地の渓床勾配（度） 

Ｕ 次の式により計算した土石流の流速（m/sec） 

 

Ｕ＝ 

 

θ 土石流が流下する土地の渓床勾配（度） 

Ｋn 粗度係数 

 

対策施設の位置における土石流の高さｈ（m）は、次の式により与えられる。 

 

ｈ＝ 

 

この式において、Ｋn、Ｃ＊、Ⅴ、σ、ρ、φ、θ及びＢは、それぞれ次の数値を

表すものとする。 

Ｋn 粗度係数 

Ｃ＊ 堆積土石等の容積濃度 

Ⅴ 土石流により流下する土石等の量（m3） 

σ 礫の密度（t/m3） 

ρ 流水の密度（t/m3） 

φ 渓床堆積土砂の内部摩擦角（度） 

θ 土石流が流下する土地の渓床勾配（度） 

Ｂ 土石流が流下する幅（m） 

なお、計画施設の位置におけるＶとＢについては、基礎調査結果を参考に県と協

議して決めることとする。 

θφ－

φρ

tantan
tan

( )
nＫ

θｈ
2/13/2 sin

( )( )
( )

5/3

2/1 tansin
tantan0.01

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

θθρＢ

θφ－σ－ρＶｎＣ＊
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(３) 砂防えん堤等の対策施設の効果評価に関する考え方 

砂防えん堤等の対策施設の効果評価は、えん堤の型式等により、計画捕捉土砂量、土石流

発生抑制量、空容量(貯砂量)について効果量を評価する。 

【解 説】 

既存の砂防えん堤、治山施設等の対策施設の効果評価は、図 4-2 の流れに沿って行い、表

4-6 の項目について効果量を評価する。図 4-2 に示す不透過型えん堤は、土石流対策えん堤

であることを条件とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：(財)砂防フロンティア整備推進機構：土砂災害に関する基礎調査の手引き(土石流編)参考資料（平成 13 年 6 月） 

 

図 4-2 砂防えん堤等の対策施設効果評価フロー 

 

表 4-6 砂防えん堤等の施設効果評価 

効  果  量 
えん堤の形式 

効果量の 

評価タイプ 計画捕捉量 計画発生（流出）抑制量 空容量(貯砂量) 

① ○ ○ ○ 
不透過型 

② ○ ○   

透過型 ③ ○ ○   

※図 4-2 参照 

砂防えん堤等の施設効果評価スタート

不透過型えん堤 透過型えん堤※２

無 有

不要※3 必要※1

安定 不安定

タイプ②

安定

タイプ① 効果量＝０ タイプ① 効果量＝０ タイプ③

有無

安定 不安定

効果量＝０

有無

安定 不安定

タイプ③ 効果量＝０

必要※1

不安定安定

(改造する場合）え ん 堤 型 式
（重力式）

除 石 計 画
（土砂採取計画含む）

砂 防 え ん 堤 等
本体の安定計算

安定性の評価

対策工の有無

対 策 工 を 考 慮
し た 安 定 計 算

効果量の評価

※１：安定計算手法は土石流対策技術指
      針(案)(H12.7)に則る。
※２：透過型えん堤は、開口部の大きさ
　　　が土石流中の礫の最大径の１.５
　　　倍以下であることを前提とする。
※３：えん堤が破損等により機能が低下
      していると考えられる場合は、安
      定計算を行うものとする。

※１：安定計算手法は土石流･流木対策
指針（H19.3）に則る。 

※２：構造検討は土石流･流木対策指針
（H19.3）に則る。 

※３：えん堤が破損等により機能が低下
していると考えられる場合は、安
定計算を行うものとする。 
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（透過型の場合） 

 計画捕捉量 

計画堆砂勾配（θp） 

現渓床勾配（θo） 

越流部の天端位置を通る平常時堆砂

勾配を有する平面 

 

 

（不透過型の場合） 

計画堆砂勾配（θp） 

平常時堆砂勾配（θn） 

現渓床勾配（θo） 

計画発生(流出)抑制量 

 

 

 

 

（部分透過型の場合） 

 

計画発生(流出)抑制量 

越流部の天端位置を通る平常時堆砂

勾配を有する平面 

計画堆砂勾配（θp） 

平常時堆砂勾配（θn） 

現渓床勾配（θo） 

常時土砂が堆積する空間 
 

 

図 4-3 堆砂勾配及び計画捕捉量、計画発生（流出）抑制量 

計画発生(流出)抑制量 

計画捕捉量 

計画捕捉量 



 26

５ 対策施設の設計 

 

  対策施設の詳細な設計等については、次の指針等を参考にすることができる。 

 

（イ）土石流・流木対策設計技術指針解説（国土技術政策総合研究所資料 No.365） 

（ロ）砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）（国土技術政策総合研究所資料 No.364） 

（ハ）建設省河川砂防技術基準（案）同解説・調査編（建設省河川局監修、平成９年９月） 

（二）建設省河川砂防技術基準（案）同解説・設計編（建設省河川局監修、平成９年１０月） 

（ホ）国土交通省河川砂防技術基準 同解説・計画編（国土交通省河川局監修、平成１７年

１１月） 

（へ）鋼製砂防構造物設計便覧（鋼製砂防構造物委員会編集、平成１３年版） 

（ト）砂防事業の手引き（神奈川県県土整備部砂防海岸課 平成２０年３月） 

 

  なお、指針等の改訂時には、それに従うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


